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第２ 令８区画等 

 令８区画に係る取り扱いは、次による。 

１  令第８条第１号に規定する区画（以下「令８．１号区画」という。）については、

規則第５条の２によるほか、次に定めるところにより取り扱う。 

(1) 規則第５条の２第１項第１号に規定する「その他これらに類する堅ろうで、かつ、 

容易に変更できない構造」については、壁式鉄筋コンクリート造（壁式プレキャス 

ト鉄筋コンクリート造を含む。）、プレキャストコンクリートカーテンウォール、軽 

量気泡コンクリートパネルが該当する。なお、軽量気泡コンクリートパネルなど工 

場生産された部材等による施工方法を用いる場合は、モルタル塗り等による仕上げ、 

目地部分へのシーリング材等の充てん等により、適切に煙漏洩防止対策を講じるこ 

と。 

(2) 規則第５条の２第３号に規定する「耐火構造の壁等の両端又は上端は、防火対象 

物の外壁又は屋根から 50㎝以上突き出していること」については、床の両端が外 

壁から 50㎝以上突き出していること、壁の両端が外壁から 50㎝以上突き出してい 

ること及び壁の上端が屋根から 50㎝以上突き出していること。 

（別図２－１） 

 (3) 規則第５条の２第３号ただし書きに規定する「耐火構造の壁等及びこれに接する 

外壁又は屋根の幅 3.6ｍ以上の部分を耐火構造とし」については、耐火構造の壁等 

を介して両側にそれぞれ1.8ｍ以上の部分が耐火構造となっていることが望ましい 

ものであること。また、耐火性能は、建基法において当該外壁又は屋根に要求され 

る耐火性能時間以上の耐火性能を有すれば足りるものであること。 

（別図２－２） 

 (4) 規則第５条の２第３号イに規定する「開口部が設けられていないこと」について 

は、面積の小さい通気口、換気口等であっても設けることができないものであるこ 

と。 

 (5) 規則第５条の２第４号に規定する「配管及び当該配管が貫通する部分」について 

は、別表３の「令８．１号区画を貫通することができる配管等に係る運用基準」に 

よること。 

 (6) 令８．１号区画された部分の出入口等がひさし等で接続される場合は、ひさし等 

の先端まで耐火構造の壁により区画すること。ただし、ひさし等の下部が建基法上 

の床面積に算定されないもので、当該部分を通過しなくても道路まで通じる幅員１ 

ｍ以上の避難通路が確保されているものにあっては、この限りでない。 

（別図２－３） 

 (7) 防火対象物の各部分で、ほかの部分と廊下又は階段を共用するものは、当該廊下 

又は階段を共用する部分とは令８．１号区画されていないものとして取り扱うこと。 
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（別図２－４） 

 (8) 階段室型共同住宅で、各階段室の系統ごとに住戸相互が令８．１号区画されてい 

るものについては、バルコニーによって接続されているものであっても、令８．１ 

号区画がなされているものとして取り扱うこと。（別図２－５） 

２ 令第８条第２号に規定する区画（以下「令８．２号区画」という。）のうち、規則 

第５条の３第２項第２号に掲げるもので、当該規定に基づく７号告示第３に規定する 

渡り廊下については、当該規定によるほか、次に定めるところにより取り扱う。 

(1) ７号告示第３．１に規定する渡り廊下の有効幅員の算定は、別図２－６によるも 

のとする。 

 (2) ７号告示第３．２に規定する「渡り廊下で隔てられた防火対象物の部分相互間の 

距離」については、次によること。 

ア 渡り廊下で接続された防火対象物の部分相互間の距離であって、水平距離で測 

定するものであること。（別図２－７） 

  イ １階と２階以上の階に渡り廊下が設けられている場合には、２階以上の階に渡 

り廊下が設けられている場合の取扱いとする。 

 (3) ７号告示第３．２(1)の規定の適用については、次によること。 

  ア 渡り廊下の接続部から３ｍの範囲は、別図２－８によるものとする。 

  イ すべてが耐火構造で造られている渡り廊下にあっては、３ｍの距離の算定につ 

いては、当該渡り廊下に設けられている開口部からの距離（下端の接続部にあっ 

ては、当該接続部）とすることができる。（別図２－９） 

 (4) ７号告示第３．２(2)に規定する開口部の面積について、一の開口部が接続部か 

ら３ｍ以内の内外にわたって設けられているときは、３ｍ以内の範囲における面積 

とする。（別図２－10） 

 (5) 渡り廊下が各階に重なって設けられている場合等、接近して設けられている場合 

は、それぞれの渡り廊下ごとに７号告示第３．２に適合させる必要があること。こ 

の場合において、７号告示第３．２(2)の面積には、当該渡り廊下の出入口以外の 

出入口の面積を合算して算定する。（別図２－11） 

 (6) ７号告示第３．２(3)の適用については当該規定によるほか、直接外気に開放さ 

れているもの以外のものにあっては次のとおりとすること。 

  ア 渡り廊下と建築物の接続部は出入口の部分を除き、次に適合すること。 

   (ｱ) 耐火構造又は防火構造（建基法第２条第８号に規定する防火構造をいう。） 

又はこれらと同等以上の壁で区画されていること。なお、当該壁をダクト等（換 

気、暖房又は冷房の設備の風道をいう。以下同じ。）が貫通する場合であって、 

貫通部分又はその直近の箇所に煙感知器の作動と連動して自動的に閉鎖する 

構造の防火ダンパーを設けたものは、当該壁で区画されているものとみなす。 

   (ｲ) (ｱ)の壁を電気配管、給排水管等が貫通する場合は、建基政令第 129条の２ 
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の４第１項第７号の規定の例により措置されていること。 

  イ ７号告示第３．２(3).ハに規定する機械排煙設備については、建基法及び令第 

28条の基準に基づき設置される排煙設備をいう。 

  ウ ７号告示３．２(3).ハ(ロ)については、当該規定によるほか、次に適合するも 

のであること。 

(ｱ) 渡り廊下の長さについては、廊下幅員の中心を通る線で判定するものである 

こと。（別図２－12） 

   (ｲ) 直接外気に接する開口部については、次によること。 

    Ａ 面積は渡り廊下の天井高さの２分の１以上の部分に設けられた開口部の 

面積の合計とする。 

    Ｂ 手動で開放する場合、手動開放装置は渡り廊下の出入口の直近で、当該廊 

下により接続されるそれぞれの建築物内に設けること。 

    Ｃ Ｂの装置で電気により作動させるものにあっては、規則第 12条第１項第 

４号の規定の例により非常電源が設けられていること。 

    Ｄ ７号告示第３．２(3).ハ．(ハ)に規定する機械排煙設備については、当該 

規定によるほか、手動起動装置の設置位置については渡り廊下の出入口の直 

近で、当該廊下により接続されるそれぞれの建築物内に設けること。 

３ 令８．２号区画のうち、規則第５条の３第２項第２号に掲げるもので、当該規定に 

基づく７号告示第４に規定する地下連絡通路については、当該規定によるほか、次に 

定めるところにより取り扱う。 

(1) 地下連絡路とは、防火対象物が地下通路により接続されるものが該当するもので 

ある。（別図２－13） 

 (2) 地下連絡路のうち天井が地上に露出する部分で過半、かつ、天井が地上に露出し 

ない部分の長さが３ｍ以内である場合の当該地下連絡路の排煙設備は、７号告示第 

３．２．(3).ハ．(ロ)の規定によることができる。 

 (3) ７号告示第４．３に規定する耐火構造の床又は壁については、次の(ｱ)及び(ｲ)に 

適合していること。 

  ア ダクト等が貫通する場合、当該貫通部分に煙感知器の作動と連動して自動的に 

閉鎖する構造のダンパーを設けたものは、７号告示第４．４に規定する開口部の 

面積に含まないものとする。 

  イ 電気配管、給排水管等が貫通する場合、建基政令第 129条の２の４第１項第７ 

号の規定の例により措置すること。 

 (4) ７号告示第４．５に規定する排煙設備は、前２.(6).イ及びＤによること。 
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＜別図２－１＞ 

 

 

 

 

 



5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

＜別図２－２＞ 

 

＜別図２－３＞ 

 

＜別図２－４＞ 

 

 



9 

 

 

 

＜別図２－５＞ 
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＜別図２－６＞ 
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＜別図２－７＞ 
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＜別図２－８＞ 
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＜別図２－９＞ 

 
＜別図２－10＞ 
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＜別図２－11＞ 

 

＜別図２－12＞ 
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＜別図２－13＞ 
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別表 

 

 


